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参考資料

分類名〔経営〕

参20 ＩＰＭ技術として天敵利用が地域的に進む先進地事例

宮城県農業・園芸総合研究所

要約

総合的病害虫管理（ＩＰＭ）技術として，天敵を地域的に定着させることができた先進的な地域に

おいては，普及指導員，試験研究員，農協職員等関係機関からの熱心な働きかけ，分かりやすい天敵

マニュアルの作成及び普及，農家グループ毎の土着天敵の維持・管理等が重要な条件となっており，

課題が生じる度に普及指導員，試験研究員，農家らが早急に解決策を考案し，早急な対応を行ってい

る。

また，天敵利用の開始から導入面積８割に達するまでには，先進地でも長年を要している。

１ 取り上げた理由

近年，土着天敵や有用微生物による病害虫の発生抑制が注目を集めつつあり，農生態系内の多様

性を向上させることで有用生物群の活動を高め，被害軽減を図る技術の開発が進められている。生

産現場でこれらの技術を導入することで，農地周辺を含めた豊かな環境や景観の特徴ある産地とし

て知名度向上や生産物の商品価値が高まる事等が期待されている。今回，ＩＰＭ（主に天敵導入）

先進地において，天敵のメリット・デメリット，天敵が地域的に定着するための取組等を調査し，

技術導入の条件，普及定着条件等について明らかにしたので，参考資料とする。

２ 参考資料

（１）天敵を地域的に導入するためには，普及指導員，試験研究員，農協職員等関係機関からの熱

心な働きかけと，わかりやすい天敵マニュアルの作成及び普及，農家グループ毎の土着天敵の

維持・管理等が必要であり，課題が生じる度に普及指導員，試験研究員，農家らが早急に解決

策を考案し，早急な対応をすることが重要である（表１）。

（２）Ａ県では初期ＩＰＭ技術として市販天敵の導入から始まり，新たなＩＰＭ技術として土着天

敵が定着したが，また新たな課題への対応も必要となっている（図１）。

（３）Ａ県では県の推進協議会の下部組織としてプロジェクトチームがあり，その中の部会が事業

を導入して実証ほを設置し，必要な資材の補助も行っている。また，プロジェクトチームの下

部組織に地域推進協議会があり，関係機関，農業者が連携体制をとっている（図２）。

（４）Ａ県では導入面積８割に達するまでに，ナスで13年，ピーマンでは15年を要している(図略)。

３ 利活用の留意点

（１）気象条件等が異なる他県での事例であり，発生する土着天敵も異なる事例である。

（２）土着天敵の利用，増殖，譲渡等には法的制限もあるので，留意すること。

（問い合わせ先：宮城県農業・園芸総合研究所情報経営部 電話022-383-8111）

４ 背景となった主要な試験研究の概要

（１）試験研究課題名及び研究期間

農生態系内の生物多様性向上による総合的病害虫管理技術の開発（平成29年度）

宮城県「普及に移す技術」第94号（平成30年度）
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（２）参考データ
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宮城県「普及に移す技術」第94号（平成30年度）

（３）発表論文等

イ 関連する普及に移す技術

天敵を利用するための植生管理技術の導入定着条件 （第92号参考資料）

ロ その他 なし

（４）共同研究機関 なし


